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名 称

特記仕様書－1

ＮＳ A-02

15 設備工事との取合い 施工範囲　※図示した鉄筋コンクリート部の貫通孔、開口部の補強※　廃棄物管理票（マニフェスト）確認表を作成し、監督職員にＡ票及びＤ票もしくはＥ票

          ※図示した壁・天井の仕上材・下地材の切込み及び補強    の確認を受けるものとする。ただし、電子情報処理組織に登録（電子マニフェスト）に

　　より確認を行う場合は、この限りではない。 16 設計ＧＬ ※図示のベンチマーク（Ｂ.Ｍ）　　 　　mm　（現状地盤はＢ.Ｍ　　　 　mm）

17 完成引渡し後の点検※建設発生土（50m3以上)を搬出する場合は、書面にて処分地の報告(位置図等)を行うこと。 かし期間は、別に定めた特約（責任施工による保証期間など）を除き、名張市工事請負契約総　　　　則
書に準拠する。　また、処分地が民有地の場合、土地所有者からの建設発生土受入承諾書の写しを提出すること。

7 交通安全管理 交通誘導員　　※配置する　　（大型車の出入は必ず）　　・配置しない   [1.3.9]工 事 概 要 １．工事場所
8 建築材料等 ※本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定するもの又は同等のものとする。

　ただし、同等のものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。２．工事種目

9 化学物質を発散する 本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するも 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の定めにより、施工体制台帳の写しを19 施工体制台帳の提出１．共通仕様
　建築材料等 のとし、次の 1) から 5) を満たすものとする。 提出すること。なお、警備事業者についても記載すべき下請負の範囲に含むものとする。（１)図面及び特記仕様に記載されてない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕

２
章

仮

設

工

事

1） 合板、木質系フローリング、構造用パネル，集成材、単板積層材、パーティクル 1 足場その他 内部足場   種別  ※きゃたつ、足場板等  ・                 　                [2.2.1]様書(平成31年版)」(以下「改修標仕」という。)による。ただし、改修標仕に記載されていない事項は、国
　　ボード、ＭＤＦ、その他木質建材、ユリア樹脂板及び仕上げ塗料は、ホルムアル 外部足場   種別  ※くさび緊結式（手すり先行工法）・　昇降足場　（設置位置は学校と協議による　　　　　　　　　　 [2.2.1]土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書(平成31年版)(以下「標仕」という。)による。
　　デヒドを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。     防護シートによる養生  ・行わない     ・行う 
2） 保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散２．特記仕様 材料、撤去材等の運搬　 ・Ａ種　※Ｂ種  ・Ｃ種  ・Ｄ種  ・Ｅ種      [2.2.1][表2.2.1]
　　が極めて少ないものとする。 2 養生その他 既存部分の養生      ※ビニルシート、合板等   ・                             [2.3.1]（１)項目は、〇印の付いたものを適用する。
3） 接着剤は、フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-エチルヘキシルを含有しな 固定家具等の移動    ※行わない   ・行う(図示)（２)特記事項は、・印の付いたものを適用する。
　　い難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トルエン    ・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。
　　キシレン、エチルベンゼンを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。 3 仮設間仕切り (ａ)設置箇所        ※図示　　・　　　　　　　　                   [2.3.2][表2.3.1]    ・印と※印の付いた場合は、共に適用する。
4） 塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを発散しないか、     種別 　　　　仕上材（厚さ mm） 　充てん材 　塗　装  下　地（３)特記事項に記載の [ . . ] 内表示番号は、改修標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。
　　発散が極めて少ないものとする。 ・Ａ種  ※軽量鉄骨  ・合板（※9.0  ・　　）  ※無し（４)特記事項に記載の (標 . . ) 内表示番号は、標仕の当該項目、当該図又は当該表を示す。
5） 1)及び 4)の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等 ・Ｂ種  ・木下地  ※せっこうボード（※9.5  ・　　）  厚さ    mm  ・片面

　　は、ホルムアルデヒドを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。 ・Ｃ種   単管下地  防炎シート  部 分 完 成  ・無　・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」は、次のとおりとする。 仮設扉  ※木製扉  ・合板張り程度  ※無し  部 分 引 渡 し  ・無　・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　規制対象外  ・鋼製扉  ・片面フラシュ程度  ・有り

　　①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品 1)保険及び保証  ・建設工事保険　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （保険証の写しを提出）
4 監督職員事務所 ・設ける　規模等は以下による　・既存施設の一部を使用する　　※設けない      [2.4.1]　　②建築基準法施行令第２０条の７第４項による国土交通大臣認定品 ・請負業者賠償責任保険　　　　　　　　　 　　　　　（保険証の写しを提出）

　（・規模　　　㎡程度　・仕上げ；床　　　、壁　　　　、天井　　　　　　程度）　　　　③下記表示のあるＪＡＳ規格品                       　　　  ( ・管理財物担保特約に加入のこと）
　　　a.非ホルムアルデヒド系接着剤使用 ・任意にて加入

5 工事用水 構内既存の施設　※利用できる（・有償 ※無償）　・利用できない　　　b.接着剤等不使用 2)建設共済等  下記の制度について加入すること。
　　　c.非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない材料使用 ・法定外労災保証制度　　　　　　　　　　　　　 （加入証明書の写しを提出）

構内既存の施設　※利用できる（・有償 ※無償）　・利用できない6 工事用電力　　　d.ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用 ・建設業退職金共済制度　　当初の請負金額が130万円以上の場合は、請負金額の
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※図示による1 既存下地の補修及び                                                [3.2.6]　　　e.非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料使用1.7/1000以上の共済証紙を購入すること
　処置 既存露出防水層表面の仕上塗装の除去　・する　・しない　　　f.非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

  第三種

2 アスファルト防水                                                [3.3.2～3][表3.1.1][表3.3.3～3.3.10]　　①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品

防水改修工法の種類 　　　　施　工　箇　所 新規防水層の種別　　②建築基準法施行令第２０条の７第３項による国土交通大臣認定品 ・任意にて加入
※資材の購入及び下請け業者の選定に際しての留意事項 　　③旧ＪＩＳのＥo規格品

アスファルトの種類　※3種　・　　　　押え金物 ※アルミニウム製(L-30x15x2.0程度)　資材の購入及び工事の一部を下請け業者にて施工する場合、業者の選定に際しては、 　　④旧ＪＡＳのＦco規格品
　出来る限り市内業者を優先させること。 脱気装置  ・製造所の指定する製品  ・ステンレス製          設置数量 (    )箇所改修標仕、標仕に記載されていない特別な材料の工法は当該製品の指定工法による。10 特別な材料の工法

[3.2.5]改修用ドレン  ※設ける（　　　　箇所）※銅製　・鉛製   　　・設けない ※適用する　　・適用しない                                                 [1.6.2]11 技能士
章 項　　　　目 特　　  記 　 　事　  　項 屋根保護防水断熱工法に用いる断熱材　　・鉄筋施工　　・型枠施工　　・鉄工　　・塗装　　・左官

材質　　  　※押出法ポリスチレンフォーム断熱材3種bA（スキン層付き）　　※防水施工　　・建築大工　　・サッシ施工　　・内装仕上げ施工
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1 適用基準等 ・建築工事標準詳細図　　　　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修　平成 22 年版）
　　　　　　・A種押出法ポリスチレンフォーム保温材の保温板3種b(スキンあり)12 化学物質の濃度測定 　施行完了時に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン 　　　        [1.6.9]・工事写真の撮り方(平成２４年版)建築編(国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)

　　　厚さ（mm）　※35エチルベンゼン、パラジクロロベンゼン、スチレンの濃度を測定し報告すること。2 工事実績情報の登録 ※請負金額が 500万円以上の場合は、登録を行う。                              [1.1.4]
屋根露出防水断熱工法に用いる断熱材測定は、パッシブ型採集機器により行う。3 品質計画 ※建築基準法に基づき定められる区分等の適用工事

材質　　  　・硬質ウレタンフォーム断熱材2種1号又は2号着工前測定　　・行う　　・行わない　　　※風速 (Ｖo)＝34 ｍ毎秒

測定対象室　　・図示　　・　　　  地表面粗度　  　※Ⅲ(Zb=5 Zg=450 α=0.20)　　・Ⅱ(Zb=5 Zg=350 α=0.15) 　　　　　　　※A種硬質ウレタンフォーム保温材の保温板2種1号又は2号
　　　厚さ（mm）　※35測定箇所数　　・図示　　・　　　　積雪区分　　    ※30 cm     ・40 cm

　採取方法　　　・文部科学省の定めるところによる。　・　　　　4 電気保安技術者 ・適用する。　　　　　　・適用しない。                      　　　　        [1.3.3] 乾式保護材　　　 製造所の仕様による・　　　　　　
　報告書の様式　　濃度測定記録表の記載事項は、次のとおり事業用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、その電気工作物の工事に 防水保護のれんがの種類　※市販品のレンガ又は市販品のレンガ形コンクリートブロック
　　　　　　　　1.工事名　　　2.測定年月日　　　3.天候　　4.測定前の換気及び閉鎖時間必要な電気主任技術者の資格を有する者又はこれと同等の知識及び経験を有する者とする 仕上塗装（P2A,M3D,P0D,P0DI,M3DI,M4DI,工法）　※種類および使用量は製造所の仕様による
　　　　　　　　5.測定時間　　　6.室名と測定時間　　　7.測定器具一般電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、第一種又は第二種電気工事士の 施工標識　   　　※設ける　   ・設けない　　　
　　　　　　　　8.化学物質採取方法　　　9.分析装置資格を有する者とする

13 完成図 ・提出する　　　　　　　※提出しない　　　　　　　　　　　         　[1.8.1～1.8.3]5 条件明示項目 [表3.1.1][3.4.2～3][表3.4.1～3]3 改質アスファルト・工事用車両の駐車場及び資機材置場は施設管理者との打ち合せによる　　　                　[1.3.5]
  種類   ※改修標仕 表1.8.1による    ・ 全図・工事期間中も運営中のため、施設利用者の安全に努めること。   シート防水 防水改修工法の種類 　施 工 箇 所 新規防水層の種別(厚さmm) 仕上げ塗料等
  　　　　　・配置図及び案内図    　　・各階平面図 ・資機材の搬出入は第三者の安全に留意して、災害及び事故の防止に努めること。

  　　　　　・各立面図    　　　　　　・断面図・大型車両通行時には、誘導員等を配置し、安全確保に努めること 仕上げ塗料の使用量　　※製造所の仕様による　　　・　
  　　　　　・仕上表    　　　　　　　・施工図 脱気装置  ・製造所の指定する製品  ・ステンレス製          設置数量 (    )箇所・施工に際しては、工程及び施工内容について施設管理者と綿密な調整を行った上で、
  　　　　　・施工計画書    　　　　　・　施設の運営に支障をきたさないように協力すること。 露出防水絶縁断熱工法に用いる断熱材 ・製造所の指定する製品
※ＣＡＤデータの提出     ※提出する　　・提出しない　・振動、騒音、ほこりのでる作業等については、事前に施設管理者及び近隣と調整を行うこと。 　　　　　　　　    　 　　　　・硬質ウレタンフォーム断熱材2種1号又は2号
・保全に関する資料    　提出部数  ※１部　　　・　・既設構造物等を汚損した場合は、受注者負担にて補修等を行うこと。      　　　　　　　     　     ※A種硬質ウレタンフォーム保温材の保温板2種1号又は2号

施工標識　   ・設ける　   ・設けない　　　・工事着手前に施設管理者に説明を行うため、資料作成等に協力すること。
14 記  録 工事記録については以下による。(A4版)

　　※工事着手前写真　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 １ 部6 発生材の処理 ・引渡しを要するもの（                                                 ）　 [1.3.12]
　　※工程写真　　　各工程毎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 部・特別管理産業廃棄物　※無　・有（　　　　　） 処理方法（　　　　　　　　　）

・特定建設資材の搬出
　　※工事の各記録写真については、デジタル画像にて整備編集を行うよう努めること。　　再資源化等を行う（再資源化が困難な場合には縮減）

　　※工事日報は、監督職員が提出を求めた場合は提出すること。・特定建設資材以外の搬出   ・構外搬出適正処理

AS-J2 太陽光基礎廻り 遮光ﾄｯﾌﾟｺｰﾄ（反射率50%以上）3.0㎜

太陽光設備

美旗小学校太陽光発電設備整備工事特記仕様書

三重県名張市　新田　地内

令和2年度（　　　）第　C-07　号

美旗小学校太陽光発電設備整備工事
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4 合成高分子系

  ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ

とい受け金物　※SUS製 　・亜鉛メッキ製

  充填材料　  ・ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ (・モルタル面  ・コンクリート面　・ＣＢ面 )

・モルタル塗替え工法 (改修標仕4.2.2(g)による)

              ・エポキシ樹脂モルタル (  コンクリート                    )

4 欠損部改修工法

　　ポリマーセメントモルタルの充填　　　※行う　　・行わない

　　　　　　　　・可とう性エポキシ樹脂

　　シール材料　・パテ状エポキシ樹脂　　・可とう性エポキシ樹脂

　検査（コア抜取り）　 ※行わない

　　　　　　　　　　　 ・行う（抜取り部の補修方法：　　　　　　　　　　　　　　　）

    充填材料　  ※１成分形又は２成分形ポリウレタン系シーリング材

  防水

    種    類

 ・薄付け仕上塗材

     呼 び 名

 ・外装薄塗材Ｅ

 ・可とう形外装薄塗材Ｅ

 ・防水形外装薄塗材Ｅ

    仕 上 の 形 状

 ・砂壁状  ・着色骨材砂壁状

 ・砂壁状  ・ゆず肌状 ・ 

 ・ゆず肌状  ・凹凸状 

 ・ゆず肌状  ・凸部処理 

 ・複層塗材ＲＥ

 ・複層塗材Ｅ

 ・可とう形複層塗材ＣＥ

 ・複層塗材ＣＥ ・複層仕上塗材

  ・凹凸状 上塗材

     ・水系アクリル

     ・水系アクリルシリコン

7 仕上げ塗り材

         ・メタリック

   外観  ※つやあり  ・つやなし  

 ・防水形複層塗材ＲＳ

 ・防水形複層塗材Ｅ

 ・防水形複層塗材ＣＥ

 防水形の増塗材  ・行う

仕上塗材
 ・可とう形改修塗材E・可とう形改修用

    改修工法の種類

  (ﾓﾙﾀﾙを撤去しない場合)

 ・アンカーピンニング部分

   エポキシ樹脂注入工法

 ・アンカーピンニング全面

 　エポキシ樹脂注入工法

 ・アンカーピンニング全面

   ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法

 ・注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分

   エポキシ樹脂注入工法

 ・注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面

   エポキシ樹脂注入工法

 ・注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面

ｱﾝｶｰの本数(本/m )

　一般部 　指定部

  ※ 16

  ・ 

  ※ 13

  ・ 

  ※ 13

  ・ 

  ※ 9

  ・ 

  ※ 9

  ・ 

  ※ 9

  ・ 

  ※ 25

  ・ 

  ※ 20

  ・ 

  ※ 20

  ・ 

  ※ 16

  ・ 

  ※ 16

  ・ 

  ※ 16

  ・ 

 充てん量

  注入量  一般部   指定部

  ※ 12

  ・ 

  ※ 12

  ・ 

  ※ 9

  ・ 

  ※ 20

  ・ 

  ※ 20

  ・ 

  ※ 16

  ・ 

  ※ 16

  ・    ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法

  ※ 9

  ・ 

5 浮き部改修工法

  ※25ml

  ※25ml

  ・25ml

  ※50ml

  ※25ml

  ※25ml

  ※50ml

    材質  ※ SUS304、呼び径４mmの丸棒で全ネジ切り加工したもの  ・ 

    材質  ※ステンレス SUS304、呼び径外径６mm 

※狭幅部におけるアンカーピン本数は、幅中央に5本/ｍとする

既存塗膜劣化部の除去及び下地処理の工法        [4.6.3][表4.6.1～4.6.5]

    工  法

 ・サンダー工法

 ・高圧水洗工法

 ・塗膜はく離剤工法

 ・水洗い工法

       処 理 範 囲

 ※既存仕上面全体  ・ 

 ※既存仕上面全体  ・ 

 ※既存仕上面全体  ・ 

 ※上記処理範囲以外の既存

    下地面の補修

 ・ひび割れ部改修工法

 ・浮き部改修工法

  ※下地調整塗材   ・ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ   ・防水形仕上げ塗材主材を使用

6 既存塗膜等の

  び下地処理

 ・欠損部改修工法

3 ひび割れ部改修

   注入工法の種類  ひび割れ幅(mm)

 0.2以上～1.0未満

 注入口間隔(mm)

 ・ 

 ※200～300

 注入量(㏄/m)

 ※

 ・ 

   備 考

   ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

 ・手動式ｴﾎﾟｷｼ樹脂

   注入工法

 ・機械式ｴﾎﾟｷｼ樹脂

   注入工法

 ※50～100

 ※100～200

 0.5以上～1.0未満

 0.3以上～0.5未満

 0.2以上～0.3未満

 ※150～250

 ・ 

 ※40  ・ 

 ※70  ・ 

 ※130 ・ 

 ・ 

    ※建築補修用注入エポキシ樹脂(JIS A 6024低粘度形又は中粘度形)

 ※自動式低圧

　外壁の種類   種　類     改　修　工　法

 ・コンクリート

 　打放し仕上

 ・モルタル塗り

   仕上げ

 ・ひび割部

 ・欠損部

 ・ひび割部

 ・欠損部

 ・浮き部  ・アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法

 ・タイル張り仕

   上げ  ・欠損部

 ・ひび割れ部

 ・浮き部

 ・目地

 ・タイル部分張替え工法　　・タイル張替え工法

 ・アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法

 ・目地ひび割れ部改修工法     ・伸縮目地改修工法

 ・塗り仕上げ

 ※充填工法　　・　　　

 ・充填工法    ・モルタル塗替工法

 ・　

 ※樹脂注入工法・Ｕカットシール材充填工法・シール工法

 ※樹脂注入工法・Ｕカットシール材充填工法・シール工法

 ・樹脂注入工法　　・Ｕカットシール材充填工法

 ・薄付け仕上塗材塗り 　　　　　・可とう形改修用仕上塗材塗り

 ・厚付け仕上塗材塗り 　　　　　・各種塗料塗り

 ・複層仕上塗材塗り 　　　　　　・マスチック塗材塗り

調査報告書の部数     ※１部
2 改修工法の種類

1 施工数量調査

調査内容

脱気装置(S4S工法及びS3S工法)       ・設けない  ・設ける

既存塗膜防水層表面の仕上塗料の除去(L4X工法)    ・除去する                   [3.2.6]

施工標識　   ※設ける　   ・設けない　　　

仕上げ塗料の使用量　　※製造所の仕様による　　　・　

ない場合は、保証できない理由を明確にし、監督職員と協議を行うこと。

材質　   ・配管用鋼管  ・硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VP)  ・硬質ﾎﾟﾘ塩化ｶﾗｰﾋﾞﾆﾙ管(VP)8 と　い

　　　　　　　施　工　箇　所　　　　　　　　　　　　　シーリング材の種類（記号）

シーリングの試験　　※行わない　　・行う（※簡易接着性試験　・引張接着性試験）

  ※下表以外は、改修標仕表 3.7.1を標準とする

  ・拡幅シ－リング再充填工法　　　・ブリッジ工法

  ・シ－リング充填工法　　　・シ－リング再充填工法

シ－リング材の種類、施工箇所              　　  

7 シ－リング

表面処理　・A-1種　※B-1種9 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製笠木

6 保証期間 防水の保証期間は原則、10年とする。ただし、既存の劣化等の状況により保証ができ

　　モルタルの浮き部分を表示する。また、モルタルの欠損部の形状寸法等を調査する。

漏水の有無及び錆汁の流出の有無を調査する。

ひび割れ（0.2mm以上）の長さを表示する。また、ひび割れ部の挙動の有無、

コンクリート表面のはがれ及びはく落部を調査する。

　工法

　除去及

　仕上げ

　　仕上面全体

・銅製(ｱﾙﾐﾄﾞﾚﾝｷｬｯﾌﾟ付（ﾄﾞﾚﾝｷｬｯﾌﾟはSUSﾜｲﾔｰ等にて繋ぎ板バネが外れても

すぐに落下しない対策を講じること。））

・図示

下地調整材　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [4.2.2][4.6.3]

  注入口付アンカーピン　　　                                　        [4.2.2]

  アンカーピン　　　                            　                    [4.2.2]

種類、仕上げの形状、工法　　         　            [4.1.4][4.2.2][表4.2.4～5]

・シール工法                   　                       [4.1.4][4.2.2][4.3.6]

※充填工法　                                           [4.1.4][4.2.2][4.3.7]

                                    [4.1.4][4.4.10～4.4.15][表4.4.3][表4.4.4]
2 注入口の箇所(本/m )2

エスケー化研(株)

菊水化学工業(株)
下塗り材「ｿﾌﾄﾘｶﾊﾞﾘｰ」＋上塗り材「ﾋﾞｭｰﾄｯﾌﾟｼﾘｺﾝ」

下塗り材「ﾘﾒｰｸﾌﾟﾗ」＋上塗り材「水性ｼﾘｺﾝﾕﾆ」
スズカファイン(株)
下塗り材「水性ｿﾌﾄｻｰﾌ」＋上塗り材「水性ｺﾝﾎﾟｼﾘｺﾝ」

・ｺﾝｸﾘｰﾄ

・ﾓﾙﾀﾙ塗り

  種　類    外 壁 部 位        工　　法   数　 量

・ひび割

・　

・欠損部

・　　

・ひび割

・欠損部

・浮き部

・

※ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分エポキシ

   樹脂注入工法

・ 

        ｍ

        ｍ

        ㎡

・自動式低圧ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

        ｍ

※Ｕｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法

※ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填工法

※Ｕカットシール材充填工法

※充填工法

８ 設計数量

　打放し面

　仕上げ面

備考

  ※上記数量については、現場調査を行い報告書を作成し、提出する。

    尚、数量の10％を越える増減が生じた場合は協議の上、契約変更を行う事ができる。

※塗工法はローラー塗りとする

尚、下塗り材の塗布量は薄塗を適用する
※塗工程及び塗布量はメーカー仕様による

上記同等品とする

         ｍ
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［3.1.4][表3.1.2]

[3.7.2][表3.7.1]

[3.8.2(a)]

ルーフドレン　※改修標仕表 3.8.2を標準とする　・図示による　 　　 　　　　　[3.8.2(b)][表3.8.2]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[4.1.4～5]

調査範囲    ・既存モルタル面　　・躯体コンクリート面    ・図示の範囲 　　      　　　　 [1.5.2]

[3.9.2]

・Ｕカットシール材充填工法　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　 [4.1.4][4.2.2][4.3.5]

・樹脂注入工法　(・モルタル面    ・躯体コンクリート面 )　          　　　　　　　　[4.1.4][4.3.4]

  注入材料                                                              　　　　　　　    [4.2.2]

仕上げ塗料の使用量　　※製造所の仕様による　　　・　

施工標識　 　　  ※設ける　   ・設けない　　　

機械固定工法に用いる断熱材 　※次のいずれかによる　　　・　　　

・硬質ウレタンフォーム断熱材2種1号又は2種

・押出法ポリスチレンフォーム断熱材の1種b、2種b又は3種b

・A種硬質ウレタンフォーム保温材の保温板2種1号又は2号

脱気装置  ・製造所の指定する製品  ・ステンレス製          設置数量 (    )箇所

・A種押出法ポリスチレンフォーム保温材の保温板

接着工法に用いる断熱材　　 ※次のいずれかによる　　　　・　　　

上記断熱材のほか　・ポリエチレンフォーム保温材　・A種ポリエチレンフォーム保温材

改修用ドレン   　※設ける（　　　　箇所）　・設けない
　　　　　　　　 ※製造所の指定する製品　・銅製　・鉛製　

[表3.1.1][3.6.2～3][表3.6.1]

絶縁用シートの材質  ※発泡ポリエチレンシート  ・       　　　　   　　　　　　　　　　[3.5.2]

[表3.1.1][3.5.2～3][表3.5.1～2]

防水改修工法の種類 仕上げ塗料等5 塗膜防水 　施工箇所 新規防水層の種別

1 材料一般

・次の箇所を除き防火材料とする。（　　　　　　　　　)　

・屋内の壁及び天井の塗装仕上げは、防火材料とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※規制対象外　・第三種

       下地面の種類    下地調整の種別      備    考

2 下地調整

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

  ペイント塗り(SOP)

4 合成樹脂調合

 木部

 下地の種類    塗料種類

 ※1種 ・2種
   塗り工法

5 フタル酸樹脂

  エナメル塗り(FE)

　分散形塗料(NAD)

・　JISK5659（１級）　ふっ素系樹脂塗料

・　JISK5659（２級）　シリコン系樹脂塗料

・　JISK5659（３級）　ポリウレタン系樹脂塗料

上塗種別

 木部 　新規はRA種(不透明塗り)

　新規はRA種

3 錆止め塗料塗り

鉄鋼面ＥＰ－Ｇの場合　（・Ａ種　　※Ｂ種）

  鉄鋼面塗り替えの場合の種別        ・Ａ種　 ・Ｂ種　 ※Ｃ種

  屋外　（※Ａ種(           )・Ｂ種 ）   屋内 （※Ａ種 ・Ｂ種 ・Ｃ種 )

  新規鉄鋼面、亜鉛めっき面の塗りの種別        ※標仕18.3.3による

亜鉛めっき面ＥＰ－Ｇ塗り替えの場合の種別　　・Ａ種　・Ｂ種　※Ｃ種

  亜鉛めっき面の塗りの種別  ・Ａ種　 ・Ｂ種   ※Ｃ種

  ・行わない  ・行う(補修範囲及び補修方法は図示)

 モルタル、プラスター面

 ｺﾝｸﾘｰﾄ及びALCパネル面

 せっこうボード、その他ボード面

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

 ・RA種 ※RB種 ・RC種

　新規鋼製建具はRC種

　新規鋼製建具以外はRA種

　新規はRA種

 亜鉛めっき面

 ※1種 ・2種

 ※1種 ・2種

 ・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種 鉄鋼面

 ※改修標仕7.4.3よる  ・ 

塗替え(※Ｂ種 ・     )
 新規(屋外　※Ａ種・Ｂ種　屋内　Ａ種※Ｂ種)　

・コンクリート面、押出成型セメント板面

 工法は、表7.8.3 　種別は(・A-1種　・A-2種　・B-1種　・B-2　・C-1種　・C-2種)   
(7.8.4)(表7.8.3)

上塗種別

・　JISK5658　主要原料　ふっ素樹脂(1級)

・　JISK5658　主要原料　シリコーン樹脂(2級)

・　JISK5658　主要原料　ポリウレタン樹脂(3級)

 鉄鋼面

 亜鉛めっき面

RB種の場合の既存塗膜の除去範囲                                            [7.2.1]

下地調整                                                       [表7.2.1～表7.2.7]

　建物内部に使用するユリア樹脂等を用いた塗料のホルムアルデヒドの放散量    [7.1.3]

　処理(継目処理)工法はRA種
　新規せっこうボードで目地

既存モルタル下地面等のひび割れ部の補修                  　　 [表7.2.4～表7.2.6]

塗料種別                                                                [表7.3.1]

塗り工法                                                       [表7.3.3][表7.3.4]

塗り工法                                [7.4.1～7.4.5][表7.4.1][表7.4.2][表7.4.3]

木部                 　種別 (・Ａ種  ※Ｂ種  ・Ｃ種 )          　[7.6.2][表7.6.1]

鉄鋼面、亜鉛めっき面   種別 (・Ａ種  ※Ｂ種  ・Ｃ種 )            [7.6.3][表7.6.2]

塗替えの場合の下地調整     ・RA種   ※RB種   ・RC種            　　[7.2.5][7.2.6]

塗り工法の種別    ・Ａ種　 ※Ｂ種　                              [7.7.2][表7.7.1]

・鉄鋼面　　   工法は、表7.8.1  　種別は新規はA種、塗替はB種)　 (7.8.2)(表7.8.1)

・亜鉛めっき面　工法は、表7.8.2    種別は新規はA種、塗替はB種)　(7.8.3)(表7.8.2)

7 耐候性塗料塗（DP）

6 ｱｸﾘﾙ樹脂系非水

塗替えの場合の下地調整  ・RA種 ※RB種 ・RC種  [7.2.2][表7.2.1] ～ [7.2.7][表7.2.7]

図示 屋階 ウレタン（X-2） 遮光ﾄｯﾌﾟｺｰﾄ（日射反射率50％以上）

防水端部 PU-2

そ
の
他

令和2年度（　　　）第　C-07　号

美旗小学校太陽光発電設備整備工事
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事 23 錆止め塗料 ・鉄骨造の鉄部錆止め塗料の種別は、下記とする。 [8.17.3]

  ・JIS K 5625      ・JIS K 5674 

  耐火被覆材の接着する面の塗装     ・行う    ※行わない

24 耐火被覆材 [8.18.2～8.18.7]

　　種　　別 　　所要性能及び適用構造部位

・耐火材  ・乾式吹付けロックウール

  吹付け  ・半乾式吹付けロックウール

 ・湿式ロックウール

・耐火板張り

・ラス張りモルタル塗り

適用範囲 [8.21.3][8.22.3]

　※既存コンクリートとの打継ぎ面   面の目荒し

  ※既存コンクリートとモルタル又はグラウト材充填部の接合面

  ・ 

目荒らしの範囲

  ※柱、梁面  打継ぎ面又は接合面全体の３/４以上

　※壁面    　打継ぎ面又は接合面全面の１/３程度　

　・　

目荒らしの程度

  ※平均深さ５～１０mmで最大深さ１５mm程度の凹部を施す

26 あと施工アンカー [8.2.4]

   の材料

  接着剤の材質及びカプセルの種類　(ガラス管タイプ)

  　日本デコラックス（株）　ケミカルアンカーＲ、ＲＳタイプ

  　旭化成ジオテック（株）　ＡＲケミカルセッターＳＵＰＥＲ　ＬＬ　ＡＰ

  　日本ヒルティ(株）　ＨＶＵ-Ｇ／ＥＡ　　　もしくは同等品以上

27 あと施工アンカー [8.12.1]

   の施工

28 あと施工アンカー 穿孔前の埋込み配管等の探査　 [8.12.2]

   の穿孔   範囲   ・あと施工アンカー施工部分全て    ・図示

  方法   ・探査機により探査し、配管等の位置の墨出しを行う。

         ・はつり出しによる

 穿孔方法　　・低騒音、低振動工法とする（工法については、監督員の承諾を得ること）

[8.12.5]

10 モルタル及び

   グラウト材   太平洋プレユーロックス(太平洋マテリアル)　マスターフロー540グラウト(BASFポゾリス)

  ノンシュリンクライトグラウト(ＡＢＣ商会)  デンカ プレタスコン TYPE-1(電気化学工業)

柱底等の均しモルタル      ※無収縮モルタル  ・モルタル

  太平洋プレユーロックス(太平洋マテリアル)　マスターフロー870グラウト(BASFポゾリス)

  ノンシュリンクライトグラウト(ＡＢＣ商会)  デンカ プレタスコン TYPE-1(電気化学工業)

社団法人 公共建築協会の評価を受けているもの

社団法人 公共建築協会の評価を受けているもの

[8.2.6][8.2.10][8.5.10]グラウト材   ※無収縮グラウト材   （圧縮強度　45Ｎ/mm 2以上) 

25 既存コンクリート

・技能資格者が行う

（1ロットは1日施工されたものの径及び仕様毎とする）

                               ・全ねじボルト（SUS)

施工確認試験　(接着系アンカー）

章

コ
ン
ク
リー

ト
工
事

Ⅰ種

3　スランプ

フレッシュコンクリート試験

コンクリート強度試験（材齢28日）

※材齢28日を待たずにあと施工ｱﾝｶｰ等の施行を行う場合は、受注者にて強度試験を行い

設計強度を満たしていることを確認し、監督員の承諾を得ること。

1　コンクリートの種類

4　試験

29 あと施工アンカー

   の確認試験

15ｃｍ

2　設計基準強度 21N/m㎡　※打設期間平均気温に応じた構造体強度補正を行うこと。

・接着系アンカー

１０

接合筋の種類                  ※鉄筋コンクリート用棒鋼（Ｄ１３以上ＳＤ２９５Ａ）

・金属拡張アンカー 　M16

 ※定性分析(3　・　)　　※定量分析(※3  　・　　)

1 一般事項 労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づく技術上の指針

（建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針）を

・アスベスト除去に伴う官公署等への届出申請を行うこと。

　調査

分析による確認　　・行う（下表による）　・行わない

  　調査方法　　　　　　　1材料あたりの試料数　　　　材　料　名

　施工箇所及び工法　　　※図示

アスベスト含有建材除去後の仕上げ　　・行う　　・行わない

アスベスト含有吹付け材の囲い込み処理　　・行う　　・行わない

アスベスト含有吹付け材の封じ込め処理　　・行う　　・行わない  

　の処理工事

[9.1.1]

2 ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材

3 ｱｽﾍﾞｽﾄの含有

９
章

環
境
配
慮
改
修
工
事

遵守すること。

　試験施工時
・図示による

※施行区画周辺
又は、敷地境界測定1

測　定　点 測定名称 　  測　定　場　所　測定時期

２方向各１点

アスベスト粉じん濃度測定　　※行う（試験施工時） ・行わない [9.1.3]

  表9.1.1　　アスベスト粉じん濃度測定

　備考

大気汚染防止法に基づく届出　　・行う　・行わない

石綿障害予防規則に基づく届出　・行う　・行わない

労働安全衛生法に基づく届出　　・行う　・行わない

官公署等への届出

　届出は不要とする。

ｱｽﾍﾞｽﾄ含有仕上塗材の除去(除去工法、養生、粉じん飛散防止措置、呼吸用保護具・保護

粉じん飛散防止処理技術指針」による。

衣等)ついては、「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿　塗材の除去

5 ｱｽﾍﾞｽﾄ含有仕上

　塗材の除去

除去工法

　外壁補修等作業はUカット工法、ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ工法、樹脂注入工法、ﾓﾙﾀﾙ充填工法

撤去の範囲　・全面撤去　・塗膜の劣化部及び外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による撤去の範囲　・全面撤去　・塗膜の劣化部及び外壁補修等作業箇所のみ撤去　・図示による

　足場アンカー設置、コア抜き等軽微な作業を示す。

　吹付主剤、下地調整材（吹付仕上）の除去及び養生はアスベスト含有吹付け材、下地

　調整材（ローラー仕上）はアスベスト含有成形板として扱う。

　処理技術指針」による

作業場の隔離及び養生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）・隔離養生不要　・その他（　　　　　　）

※「建築物の改修、解体時における石綿含有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛散防止

除去工法の試験施工　※行う　・行わない

　上記工法によらない場合は監督職員と協議の上、承諾を得ること。

・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法・剥離材併用超音波ケレン工法　・集塵装置付ディスクグラインダーケレン工法

・剥離材併用高圧水洗工法　・剥離材併用超高圧水洗工法　・剥離材併用手工具ｹﾚﾝ工法

・集じん装置付高圧水洗工法　・集じん装置付超高圧水洗工法　・超音波ケレン工法
吹付主剤、下地調整材(吹付仕上)の除去

下地調整材(ローラー仕上)の除去工法についてはレベル３(アスベスト含有成形板)の除去

工法と同等とする。

アスベスト含有仕上塗材の有無　・有　・無
除去仕上塗材（　　　　　　　　　　　　）含有場所（　　　　　　　　　　　　）

　外壁補修作業の内、Uカット工法以外は労働安全衛生法及び石綿障害予防規則に基づく

　　　　　なお、アスベストの飛散が確認された場合は、除去工法及び養生方法を再検討し、

　　(注)１．試験施工時に濃度測定を行い、結果を監督職員へ提出すること。

　　　　　　なお、工法の再選定する場合は、協議の上契約変更を行うことができる。

　　　　監督職員と協議すること。

 計数機器

ﾒﾝﾌﾞﾚﾝﾌｨﾙﾀの直径

 試料の吸引流量

 試料の吸引時間

 試料の透明化

 計数条件

 計数アスベスト

 定量限界

 総アスベスト繊維数      　200本又は視野数50視野

 直径3μm未満、長さ5μm以上、長さと直径比３：１以上

 アセトン－トリアセチン法又は、シュウ酸ジエチル法

  表9.1.2  アスベスト粉じん濃度測定方法

　　測定1 

25mm

5l/min

120 min

0.5 f/l

処分方法
・埋立処分の場合は、特別管理産業廃棄物として、管理型最終処分場の一定の場所で

　埋立処分する

・中間処理の場合は、都道府県知事等から処置許可を受けた溶融施設において溶融
　又は環境大臣の認定を受けた無害化処理施設において無害化処理を行う

アスベスト含有箇所　・吹付主剤　・下地調整材（吹付仕上）・下地調整材（ローラー仕上）

[8.21.9][8.22.7]

施工確認試験　(金属系アンカー）

30 既存構造体との

   取り合い

グラウト材の品質管理 

  ※圧縮強度試験を行う（3日,28日、封かん養生）

  ※コンシステンシー試験を行う.

31　あと施工ｱﾝｶｰ ・接着系あと施工ｱﾝｶｰの選定については施工要領書のおいて計算書を添付し承諾を受けること。

の選定及び確認荷重 また、計算は「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」に基づき行うこと。

※1ロット3本とし、引張荷重は確認強度の2／3以上を合格とする

※1ロット3本とし、引張荷重は確認強度以上を合格とする

（1ロットは1日施工されたものの径及び仕様毎とする）

令和2年度（　　　）第　C-07　号

美旗小学校太陽光発電設備整備工事



検 図 設 計 作成年月日 図面No.

名張市都市整備部営繕住宅室
R1.6 A-04

図 面
工 番

名 称
工 事

縮 尺
名 称

配置図、器具庫平面図

A2S=1/50，1/600
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運動用具庫

プール更衣室
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6
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蓄電池システム設置場所（器具庫内）

自転車置き場

クレーン設置範囲及び進入路等鉄板養生(0.5ヵ月)：149m2

： 交通誘導員　14人

屋内運動場

ラフタークレーン 4.9t（ 3日）

大梁及び小梁（＠4500）位置を示す

配　置　図　　　　1/600

給食棟

太陽電池モジュール(25kW) 設置場所

2,
00
0

4,500

管理特別普通教室棟

美旗小学校太陽光発電設備整備工事

令和2年度（　　　）第　C-07　号



注）注）注）注）注）注）注） １．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。１．コンクリート基礎は、大梁及び小梁上（@4,500)に設置する事。

２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、２．あと施工アンカー施工前に、躯体の鉄筋探査を実施し、

３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を３．あと施工アンカーについては、本設の接着アンカーにて引張試験を

実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）実施し監督員の確認を受けること。（１ロット３本）
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工 番工 番工 番工 番工 番工 番工 番 検 図検 図検 図検 図検 図検 図検 図 設 計設 計設 計設 計設 計設 計設 計 作成年月日作成年月日作成年月日作成年月日作成年月日作成年月日作成年月日 図面No.図面No.図面No.図面No.図面No.図面No.図面No.

名 称名 称名 称名 称名 称名 称名 称
名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室名張市都市整備部営繕住宅室

工 事工 事工 事工 事工 事工 事工 事
縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺 R1.6R1.6R1.6R1.6R1.6R1.6R1.6

名 称名 称名 称名 称名 称名 称名 称
A-06A-06A-06A-06A-06A-06A-06

主筋：4-D13主筋：4-D13主筋：4-D13主筋：4-D13主筋：4-D13主筋：4-D13主筋：4-D13

（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）（両端部180°フック付）

1,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,000

既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲既存アスファルト露出防水撤去範囲

接着系アンカー接着系アンカー接着系アンカー接着系アンカー接着系アンカー接着系アンカー接着系アンカー

 4-D13 L=520 4-D13 L=520 4-D13 L=520 4-D13 L=520 4-D13 L=520 4-D13 L=520 4-D13 L=520

HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100

2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。2017年度版JIS　C 　8955に準拠し必要な強度を有すること。

器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50器具庫平面図　1/50

パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15パネル架台詳細図　1/15

パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15パネル架台断面図　1/15 既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15既設撤去図　1/15

パネル架台詳細図パネル架台詳細図パネル架台詳細図パネル架台詳細図パネル架台詳細図パネル架台詳細図パネル架台詳細図

器具庫平面図器具庫平面図器具庫平面図器具庫平面図器具庫平面図器具庫平面図器具庫平面図

A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50A2S=1/15,1/50

一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)一般構造用圧延鋼材(ＳＳ４００)

【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】【太陽電池モジュール架台】

【ベースレール】【ベースレール】【ベースレール】【ベースレール】【ベースレール】【ベースレール】【ベースレール】

溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ45) JIS H8641-2007によるものとする。

溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。溶融亜鉛メッキ(HDZ55) JIS H8641-2007によるものとする。

※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は※ 倉庫内の器具及びラック等の移動及び復旧作業は

※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。※ 屋内運動場平面図については、電気設備図(E-0)参照。

受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。受注者にて行うこと。
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押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)押え水切及びシーリング（４周）（PU-2)

1,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,0001,000×1,000

1,400×1,4001,400×1,4001,400×1,4001,400×1,4001,400×1,4001,400×1,4001,400×1,400

改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)改質アスファルト防水範囲(AS-J2)

A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）A・BOLT　4-M12　L=400ダブルナット締め（建築工事）

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

電
気

設
備

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

建
築

工
事

※立上りを含む※立上りを含む※立上りを含む※立上りを含む※立上りを含む※立上りを含む※立上りを含む

コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲コンクリート復旧範囲

接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520接着系アンカー 4-D13 L=520

主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）主筋：4-D13（両端部180°フック付）
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倉庫倉庫倉庫倉庫倉庫倉庫倉庫

FL±0FL±0FL±0FL±0FL±0FL±0FL±0

天井高さ：2,400天井高さ：2,400天井高さ：2,400天井高さ：2,400天井高さ：2,400天井高さ：2,400天井高さ：2,400

300300300300300300300300300300300300300300 2,6002,6002,6002,6002,6002,6002,600
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補助事業明示プレート補助事業明示プレート補助事業明示プレート補助事業明示プレート補助事業明示プレート補助事業明示プレート補助事業明示プレート

外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)外部：深型フード(SUS防虫網付)

器具庫器具庫器具庫器具庫器具庫器具庫器具庫

コア抜き Φ150コア抜き Φ150コア抜き Φ150コア抜き Φ150コア抜き Φ150コア抜き Φ150コア抜き Φ150

内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150内部：丸型給排気グリル Φ150

【参考】【参考】【参考】【参考】【参考】【参考】【参考】

Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)Ｖネットフェンス ：VB5-250(JFE建材ﾌｪﾝｽ株式会社)

300×450程度300×450程度300×450程度300×450程度300×450程度300×450程度300×450程度

・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。・前面に蓄電池設備標識を取付けること。

蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）蓄電池設備(電気設備工事）

・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設・消火器ABC粉末 12型　新設

※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。※アンカー位置は蓄電池設備メーカー仕様による。

・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）・金属系あと施工アンカー：16-M16（建築工事）

Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)Ｖネットフェンス(塗装品)

・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定・柱：土間アンカー固定

・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)・両開き門扉：H2000×W2600(H2400くぐり)

※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共※ 蓄電池設備操作部前扉アルミパンチングメタル取付共
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既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲既存押えコンクリート撤去範囲
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※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共※ 柱脚部BPL及び扉加工共

アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷アルミ複合板(500×200程度) UV印刷

監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）監督員の確認を受けること。（２４か所）
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D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共D10＠200、タテ・ヨコ共

1-D131-D131-D131-D131-D131-D131-D13

既設防水層既設防水層既設防水層既設防水層既設防水層既設防水層既設防水層

HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100HOOP：D10＠100

100100100100100100100100100100100100100100

200200200200200200200 200200200200200200200

600×600600×600600×600600×600600×600600×600600×600

400×400400×400400×400400×400400×400400×400400×400

ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）ウレタン系塗膜防水（X-2）
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無収縮モルタル無収縮モルタル無収縮モルタル無収縮モルタル無収縮モルタル無収縮モルタル無収縮モルタル

3030 3030 3
030 30

≒400×400≒400×400≒400×400≒400×400≒400×400≒400×400≒400×400

既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲既存コンクリート面：目荒し範囲
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架台ベース架台ベース架台ベース架台ベース架台ベース架台ベース架台ベース

アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度アルミ製 L30×15×2程度
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美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事美旗小学校太陽光発電設備整備工事

令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号令和2年度（　　　）第　C-07　号



ついて適用します。

太陽光発電設備設置工事 特記仕様書

1. 一般事項 4. 工事範囲

1.1 適用範囲 2.4 運転方式（2） 4.1 据付、配線工事

蓄電ユニットは、下記の通り全自動運転を行うものとします。 （１）据付工事
<系統正常時>

納入機器の据付工事
1 蓄電池残容量が設定された上限値・下限値に到達したら、充電・放電を停止します。

（２）配線工事
1.2 納入場所

納入機器の配線工事<系統停電時>

1 商用系統に事故が発生した場合には、自動的に自立運転に切換わり、
1.3 納入期限 4.2 接地用配線工事

別途打合せ （１）納入機器のC種またはD種接地工事

2.5 系統連系保護方式1.4 適用規格･法規等

本システムにおける連系保護装置は、電気設備技術基準に沿って設置するものとします。本工事の設計・施工に当たっては、下記の法令・規格等に基づくものとします。
4.3 電力協議

電気設備技術基準の解釈第229条による保護継電器の種類・設置相数および検出場所を本工事におけるすべてについて環境省の「地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する
（１）電力協議を行い申請書類作成し連系を行うものとする。自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業」に基づく補助要件を満たした仕様及びシステムとすること 表－１に示します。

また、適用してる旨の資料を提出し、監督員の承認を受けること （高圧連系）

表－１(10) 日本電機工業会標準規格（JEM）(1) 労働基準法

保護継電器の種類 設置相数 検出場所(11) 日本電気規格調査会標準規格（JEC）(2) 労働安全衛生法

5. 試運転・完成検査項目(12) 日本電線工業会規格（JCS）(3) 建築基準法 1 過電圧継電器 (OVR)

(13) 内線規定(4) 電気事業法 試運転・完成検査項目は、下表に示す通りとします。2 不足電圧継電器 (UVR) 3相

(14) 系統連系規定(5) 電気工事士法 パワーコンディショナ内 蓄電池 配線太陽電池3 周波数上昇継電器 (OFR) 1相
ｼｽﾃﾑ ｹｰﾌﾞﾙ・接続箱(15) 公共建築工事標準仕様書(6) 消防関係法規

4 周波数低下継電器 (UFR) 1相(７) 電気設備技術基準 （電気工事設備編）
外観・構造試験

(16) 電気設備工事管理指針(8) 電力品質確保に係る (受動・能動)5 単独運転検出機能 -
注 注　　　系統連系技術要件ガイドライン 絶縁抵抗試験(17) JIS C 8955:2017 6 逆電力継電器 (RPR) 1相(9) 日本工業規格（JIS） (18) 建築設備耐震設計・施工指針 受変電設備内 注 注

絶縁耐圧試験7 地絡過電圧継電器 (OVGR) 1相　　 (2014年版)

1.5 メーカー保証条件 注
保護装置特性

検収後１年以内に設計もしくは製作不良、その他工事者の責任に帰すべき
動作確認試験

不都合が発生した場合は、速やかにこれを無償で修理、または、良品と交換

するものとします。
注）　現地試験は省略し、工場試験成績書にて承認します。

なお、上記保証期間を経過した後に、機器製作不良等工事者の責に帰すると 出荷時に設計図書等に適合する試験成績書を提出すること。

判断される原因により事故が生じた場合、その修理・取替に要する費用に 2.6 納入機器範囲

ついては、協議の上決定するものとします。 納入機器は表－３に示す通りとします。（参考） 6. 参考メーカー

6.1 太陽電池
表－３

機  器  名 備   考No. 仕  様 数量

1. 太陽電池モジュール

1式2. 太陽電池架台

1台3. 接続箱 SUS製

蓄電池システム 1台4.

（パワーコンディショナ）

（蓄電池） リチウムイオン蓄電池(SCiB)

5.2.2 システム構成

6.本システムは、太陽電池モジュール、太陽電池用架台、接続箱、パワーコンディ

ショナ（連系保護装置含む）、蓄電池等より構成します。 7.
7. その他

太陽電池は太陽からの日射を受けると直流電力を発生し、これを接続箱で集電1 太陽光発電設備についてはJIS C 8955:2017及び

します。 建築設備耐震設計・施工指針2014年度版に基づく

各荷重に耐えうる性能を満たすものとしパワーコンディショナは、この直流電力を並列する商用電源の電圧、周波数、2
設計書等を作成し監督員の承認を受けること

位相と同期した交流電力に変換し、対象とする負荷へ電力を供給します。 3. 機器仕様（参考）

連系保護装置等により、パワーコンディショナ及び系統の異常時には連系を3

遮断します。

蓄電ユニットは、太陽電池から蓄電池に充電を行い、4

充放電制御により、対象とする負荷へ電力を供給します。
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2.3 運転方式（１）

パワーコンディショナは、下記の通り全自動運転を行うものとします。

太陽電池の動作特性を監視し、設定値に達するとパワーコンディショナ1

を自動的に起動します。

太陽光発電システムによる負荷への電力供給は、原則として日中発電時のみ2

を対象とします。

交流系統に事故が発生した場合やパワーコンディショナ故障時は、速やか

に商用系統との連系接続を解列し確実に停止します。また、ＲＰＲからの

信号によりインバータを停止させ、商用系統へ逆潮流をさせません。

3

（受変電設備内に高速電力変換器トランスデューサ設置）

商用系統の事故の場合は、商用系統が復旧すれば確認後、手動的に

再投入して運転を再開します。（ＯＶＧＲ動作時）

4

単結晶太陽電池

※ 各設定値については試運転前までに監督員と協議を行い決定すること。

※ 発電データ計測装置は蓄電池システム内蔵型可。

6.2 蓄電池システム

2. システム概要

2.1 設備の概要

名称

連系する電力系統

発電設備の種類

設備容量

太陽電池出力保証　１０年以上（９０％）

蓄電池容量　　　　22.0kWh以上

太陽電池容量　　　25.0kW以上

太陽電池発電所

高圧一般配電線（三相３線、6.6kV、60Hz）

太陽光発電設備：

：

：

：

外形寸法  :  図面参照

3.1 太陽電池

表－4 特性表

項目
区分 モジュール出力

最大出力動作電流

短絡電流

開放電圧

最大出力動作電圧

最大出力

条件  : 日射強度 AM1.5  1000W/m

出力特性  :  表－４参照

310 W +10%,-3%

仕様  　　:  防眩仕様

: 素子温度 25℃

2

容量　　　:  27.28kW

種類      :  単結晶シリコン太陽電池

電源電圧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（結露なし）

構造

3.2 架台

強度 : 関係法規に基づき必要な強度を有するものとします。

: 屋外壁掛形

: 入力回路断路端子及び逆流防止ダイオード

回路数

収納機器

3.3 接続箱

材質 

構造

　誘導雷保護器（ZNR）

: 別途図面参照

: 周囲温度 －１０℃～４０℃、相対湿度１０～ ８５％

: マンセル５Ｙ７／１近似色

周囲条件

塗装色 

外形寸法

　配線用しゃ断器

: 周囲温度 －１０℃～４０℃、相対湿度９０％以下

電力変換効率

: 最大出力追従制御制御方式

入力運転電圧範囲

交流電流ひずみ率

出力基本波力率

出力電圧

: ｢２．３、２．４ 運転方式｣ によるものとします。

: 表示項目（切替方式）

    ・蓄電池残容量

: 別途図面参照

計測機能

保護機能

運転/停止

周囲条件

外形寸法

    ・交流電圧　・交流電流　・交流電力

    ・直流電圧　・直流電流　・直流電力

: ｢２．５ 系統連系保護方式｣ によるものとします。

容量

種類 : 系統連系パワーコンディショナ（蓄電システム用）

3.4 蓄電池システム

　（パワーコンディショナ）

設置場所

　（蓄電池）

特定負荷出力

蓄電池容量

蓄電池種類

サイクル数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（結露なし）: 屋内

: SUS製

設置場所 : 屋内

: ＡＣ１００Ｖ

使用機器 : ソーラーリンクZERO

3.5 発電データ計測装置

: 入力11回路、出力1回路

: ２５ｋＷ以上

: メーカー仕様に準じる

: 三相３線式 ＡＣ２００Ｖ ６０Ｈｚ

: ９３％以上

: メーカー仕様に準ずる

: メーカー仕様に準ずる

: 4,500サイクル以上

: リチウムイオン蓄電池

: 22.0kWh以上

:　単相3線式　5kVA×2、三相３線式10kw以上×１

: 25.3kWhの８割の容量を法定耐用年数以上保証する性能とすること蓄電池性能

3相

蓄電池から特定負荷へ電力を供給します。

令和 2年度（　　）第　C-07　号

美 旗 小 学 校 太 陽 光 発 電 設 備 整 備 工 事

本仕様書は、美旗小学校太陽光発電設備整備工事に

名張市　　新田　　地内

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ容量　特定負荷設備容量以上とする。　 

9.88 A

40.31 V

33.02 V

9.40 A

22.0kWh以上

88枚

: 陸屋根設置型

京セラ

YAMABISHI

東芝

東芝

シャープ

ＧＳユアサ

※１

※1 眩しさに配慮した仕様とすること。（防眩仕様等）
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電気方式

受変電設備

１．受電設備

引込方法

受電方法

電圧

その他

２．発電設備

その他

共　通　事　項

蛍光燈器具

非常照明・誘導灯

配線器具

床付コンセント

５．電灯コンセント設備

配線方式

その他

４．幹線・動力設備

電流計

電線ケーブル

配線方式

電力貯蔵設備形式

容量

種類

３．電力貯蔵設備

用途

その他

電　　気　　設　　備　　特　　記　　仕　　様　　書

本特記仕様書の　　印のついたものを適用項目とする。

工　事　区　分

工　事　種　目

建築 電気

工　事　概　要

工　事　名　称

構　造　規　模

主　要　用　途

電気方式・出力

規格基準

種類

機械 別途 備考

工事方法

発生材の処置

導線敷設方法

突針

抵抗値

１２．雷保護設備

施工

連動制御器

その他

１１．火災報知設備

機器仕様

配線方式

８．拡声設備

１０．インターホン設備

設備系統

その他

電気方式

配線方式

その他

機器仕様

配線方式

アンテナ

機器仕様

７．テレビ共同受信設備

電界強度

配線方式

情報設備対応

機器・配線

アウトレット

配線方式

６．電話・情報設備

接地極板

その他

   光ケーブル（スカパー光）

ハンドホール

ケーブル保護管

工事種目

１３．屋外電気設備

９．ＩＴＶ設備

録画方式

モニター

その他

その他

その他

　ＣＡＴＶ加入費

※メーカーはフリーとする。

１．受電設備

２．発電設備

３．電力貯蔵設備設備

４．幹線・動力設備

５．電灯コンセント設備

６．電話・情報設備

７．テレビ共同受信設備

８．拡声設備

９．ＩＴＶ設備

１０．インターホン設備

１１．火災報知設備

１２．雷保護設備

１３．屋外電気設備

外線工事負担金

梁壁の貫通工事

受電後、引渡し迄の基本料金

受電後、引渡し迄の使用電気料金

天井点検口

太陽光パネル架台基礎

蓄電池盤据付用基礎

太陽光パネル設置架台組立

太陽光パネル設置

１．本工事は、契約書　特記仕様書　設計図　及び特記無き部分は公共建築協会電気設備工事共通仕様書

　　設備工事基準書・内線規程及び電気設備技術基準に準拠し、係員の指示に従い

　　誠実に施工するものであり、各機器、部材、納入取付、運転、試験、その他各種検査の一切を施工する。

２．本工事は、諸関系法類及び、規定並びに、電気の各種規定に準拠し施工する。

３．本工事の優先順位は下記による。

１．質疑応答書

３．特記仕様書

２．現場説明事項（見積要綱書）

４．設計図

５．設計・監理指針

６．公共建築協会電気設備工事共通仕様書

本工事に使用する諸材料は、ＪＩＳ、ＪＥＭ、電気用品取締規則等の適用を受けた品質優良な新品とし

見本品又は承認図をもって監督員の承認を得た後に使用する。

本工事に関する、関係官公署、電力会社、電信電話会社等への諸手続は、係員の承認を得て請負者に

於いて遅滞なく代行する。

立合検査を必要とするものは係員と打ち合せの上、その手続きを経て請負者は立会期日を定めること。

本工事の施工に際しては、関連業者間にて充分打合せを行うと共に、必要な施工図原寸図、製作図等を

施工基準

使用材料

諸手続

立合検査等

施工図等

作成の上、監督員の承認を得た後着手する。

尚、工事に際して技術上、外観上当然必要と思われる工事及び軽微な変更については、請負金額の

範囲内に於いて監督員の指示に従い施工する。

又、施工前に契約種別の確認決定、容量及び幹線サイズ等を再確認のうえ、施工を行なうこと。

本工事の完成に際しては、監督員の指示する各種試験に合格する事はもとより、関係官公署の諸検査に引渡し等

合格した後にその使用許可を得て引渡すものとする。

竣工検査は竣工検査の７日前迄に駄目直し、残工事等を一切完了させた後行うものとし竣工引渡し以前に

仮設物・諸機械等の一切を撤去すること。

尚、各種試験及び、諸検査、手続きに要する費用は全て請負者負担とする。

引渡しに際しては、試験成績書、検査合格証、機器取扱説明書、同保証書、竣工図、工事写真等の

関係書類を速やかに提出する。

　監督員の指示による。　　　　　　　自由処分

　建築基準法及び消防法で定められた機器の電源回路は赤色文字で表記し、

　ハンドルロックキャップ（赤色）を取り付けること。

　配管工事のみの場合は、パイプ端末にエンドキャップを取付け、呼線を挿入する。

　入線は標準の色分け配線とする。

　露出の配管及び、機器、器具は指定色塗装とする。

　防火区画貫通部は国土交通大臣認定工法にて貫通処理すること。

　屋外に設置する盤類は防水仕様とし、ＳＵＳ製とする。

　屋外及び住戸水廻り器具取付ボルト、ビス類はＳＵＳ製とし、電線類の接続部はビニルテープ及び、

　自己融着テープの併用とする。

　建築設備の構造強度に係るものは、令１２９条の２の４に準拠する。

　低圧　　　　　　　　高圧

　架空　　　　　　　　地中　　　　　　　　　架空及び地中

　電力会社より直接引込　　　　本工事にて構内引込柱設置　　　　電力会社柱設置　　　　電力会社借室

　高圧　　　　　　　　三相３線式　　　　　　６．６ｋＶ

　動力幹線　　　　　　三相３線式　　　　　　２００Ｖ

　電灯幹線　　　　　　単相３線式　　　　　　２００／１００Ｖ

　電灯回路　　　　　　単相２線式　　　　　　２００Ｖ　　　　　　１００Ｖ

　屋内開放型　　　　　屋内キュービクル型　　屋外キュービクル型

　ケーブルには幹線ＮＯ、ケーブルサイズ及び行先を明記した銘板を取付けること。

　本建物は非常電源専用受電設備の適応とする。

　自家用（　常用　　非常用）　　　太陽光　　　風力

　建築基準法　　　消防法

　騒音値　　　ｄＢ

　原動機、発電機と付属各機器間の燃料油冷却水等の配管、制御用配線はメーカーの責任施工とする。

　施工、運営上必要な付属機器、配線等は全て見込むこと。

　系統連系に要する技術要件は、電気事業者と十分な協議を行なう。

　バスダクト　　　金属ダクト　　ケーブル　　　金属管　　　　ＰＦ管　　　　ＣＤ管　　　　ＦＥＰ管

　ＩＶ　　　　　　ＶＶＦ　　　　　ＣＶ　　　　　　ＣＶＴ　　　　　ＣＶＶ　　　　　耐火（ＦＰ）

　指針付のものとする。 　各電灯盤、動力盤には盤名称を記入のネームプレートを取り付ける。

　警報盤　　　　　　　回線

　金属管　　　　　ＰＦ管　　　　　ＣＤ管　　　　ＦＥＰ管　　　　　ケーブル　　　　フロアダクト

　蛍光燈器具の仕様は原則として下記による。

　電池内蔵型　　　　　電源別置型

　新金属　　　　　フルカラー　　　ワイド型（専有部）　プレート（　ラウンド　　スクエア　　意匠）　

　埋込アップ式　　　　ＯＡフロアーに対応

※指示なき合成樹脂可とう管は、一重管とする。

　金属管　　　　　　ＰＦ管　　　　　　　ＣＤ管　　　　　　ＯＡフロア　　　　　　フロアダクト

　ノズルプレート　　　モジュラージャック

　壁付き　　　　　　　床付き　　　　　　　ＯＡフロア配線用（　置敷き　　インナー）

　配線実装　　　　　　電話機器

　配管配線　　　　　　

※試験は専用測定器を使用し、施工範囲に対するパーマネントリンク試験を行なう。

　金属管　　　　　　　ＰＦ管　　　　　　　ＣＤ管　　　　　　　ケーブル

　テレビアンテナ取付予定位置の電界強度の測定、及び画像品位の確認をした上その記録を監督員に速や

　かに提出する。

　各端子ＴＶセットにおける電界強度は７５ｄｂ以上とする。

　機器は原則としてＢＬ規格適合品とする。

　ケーブルは低損失型同軸ケーブルとする。

　自立型　　　　　側壁取付型　　　ＵＨＦ（地上波用）　ＶＨＦ　　　ＢＳ　　　　　ＢＳ１１０度ＣＳ

　ＣＡＴＶ引込工事費本工事

※機器は双方向、地上波デジタル対応品とすること。

　金属管　　　　　　　ＰＦ管　　　　　　　ＣＤ管　　　　　　　ケーブル

　一般放送用　　　　　非常放送用　　　　　一般・非常兼用型

　ラック形　　　　　　壁掛形　　　　　　　卓上形

　有線放送引込

　ＣＤ・Ｗカセット（本工事）

　ＨＤＤ（２ＴＢ）

　液晶モニター　　　　ＣＲＴ

　録画時間は３６０時間以上とする。

　金属管　　　　　　　ＰＦ管　　　　　　　ＣＤ管　　　　　　　ケーブル

　単相２線式　１００Ｖ　　　　　　　　　　乾電池　　　Ｖ

　親子式　　　　　　　相互式　　　　　　　集合式

　モニター付親機（　白黒　　カラー）

　集合玄関機（　カメラ付　　カメラなし）

　金属管　　　　　　　ＰＦ管　　　　　　　ＣＤ管　　　　　　　ケーブル（　　ＦＰ　　　ＨＰ）

　Ｐ型（１級１０回線）　　　Ｒ型　　　　複合盤

　警戒区域表示プレートは、アクリル版エッチング仕上とする。

　含む　　　　　　　　単独（１回線）

　機器は、認定品を使用する。

　総務省４０号適用

　ＪＩＳ　Ａ　４２０１-１９９２による。

　引下げ導線　　　　鉄骨又鉄筋による簡略式

　接地極板のみにて規定の抵抗値が得られない場合は、補助接地を行い規定の抵抗値を得るよう施工する。

　大型　　　　　　　中型　　　　　　　クロームメッキ　　金メッキ

　銅板（９００°ｘ１．５ｔ）

　端子ボックスには標示板を取付けること。

　外灯　　　　　　　　屋外幹線　　　　　　屋外弱電　

　コンクリートトラフ　　　　ヒューム管　　　　　耐衝撃ビニール管　　波付硬質ポリエチレン管

　耐重型　　　　　　　耐水型　　　　　　　化粧蓋
工　事　場　所

　非常用照明　　　　　遮断器操作　　　　　監視用

　屋外キュービクル　　屋内キュービクル　　屋内開放形

　鉛　　　　　　　　　アルカリ　　　　　　ＳＣｉＢ

　特記なき電線は６００Ｖビニール絶縁電線（EM エコケーブル）とする。

　機器取付はダブルナットにて固定とする。（モジュール及びモジュール架台は監督員と協議して決めること）

　小学校

　建築図に依る

※注：電力会社及び監理技術者等と協議立ち合いで電圧調整を必ず行う事。(尚既存太陽光発電が有る場合相合協調試験調整を必ず行う事)

※注：ケーブルラックはスパーダイマ蓋付とする。

　美旗小学校太陽光発電設備整備工事

　美旗小学校

　　　２２．０ｋＷｈ

　３相３線式　２００Ｖ　　６０Ｈｚ　　２５ｋＷ（屋内設置蓄電池一体型パワーコンディショナ）

令和 2年度（　　）第　C-07　号

美 旗 小 学 校 太 陽 光 発 電 設 備 整 備 工 事



図面
工番 図面No．検図 設計 作成年月日名称

名張市都市整備部営繕住宅室
美旗小学校工事

－縮尺太陽光発電設備整備工事名称

機器姿図

E-02

令和2年度（　　）第　C-07　号
※同等品可

接続箱

発電データ計測装置

W105×H102.4×D36.6

SolarLink ZERO-T2STA

1
65

0

990

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ   IPCS-LIB-S250

単位：ｍｍ

（表面）

1000 V DC

18.2 kg

電気特性

公称最大出力（Pmax)

公称最大出力動作電圧（Vpm)

公称最大出力動作電流（Ipm）

公称開放電圧（Voc)

公称短絡電流（Isc)

最大システム電圧

標 準 試 験 条 件 ： 日 射 強 度 1 0 0 0 W / ㎡

モ ジ ュ ー ル 強 度 2 5 ℃ 、 A M = 1 . 5

製品仕様

太陽電池セル

使用セル枚数

寸法

重さ

単結晶

88枚（8直列×11並列）

1650×990×35mm

310 W

33.02 V

9.40 A

40.31 V

9.88 A

太陽電池モジュール TA60E310WB/E SPVH-12B-1-S2

850 200

61
5

(11kWh)
PCS

2 3 4

2600

650 650

19
00

5
0

1
00650

380
150

400

250

250

600

1000

2
50

(kg)
18 18 18

650

1

18

盤番号

上段ユニット

下段ユニット

質量
上段

下段

架台

スコットTR

(PV用)
蓄電池

蓄電池
(11kWh)

DC/DC
(蓄電池用)

正　面　図 側　面　図

保守

スペース

保
守

ス
ペ

ー
ス

板厚

ボディ ：鋼板　ｔ1.6

ドア ：鋼板　ｔ1.6

塗装色 ：5PB9/0.5

保護等級 ：IP20

絶縁TR

DC/DC
計測装置

300

75

主回路取合方向　：盤上部（固定）

制御回路取合方向：盤上部（固定）

地上及び陸屋根は角度３０°で配置する。



新設盤を表す

既設盤を表す

※表記

OFR

UFR

OVR

UVR

C種

MCCB

MCCB

ELCBMC
3

(200-100)Vx2

スコットTR

200V/

三相

計測入力
MCCB

V C T

VT

6.6kV/

3φTR

     210V

ZPD

VCB

CT

3

MCCB

既存負荷設備

OVGR RPR

高圧盤側面取付

連系ユニット盤（新設）

RPR

OVGR

故障入力

1φ3w

1φ3w

10kVA

25kWパワーコンディショナ（新設）

MCCB MCCB

M
C
CB

M
C
CB

誘
導
灯
信
号
装
置

誘
導
灯

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

ア
リー

ナ
照
明

ア
リー

ナ
照
明

予
備

ア
リー

ナ
照
明

リ
モ
コ
ン
ト
ラ
ン
ス

予
備

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

M
C
CB

予
備

予
備

放
送
室
他
照
明

屋
外
照
明

放
送
室
コ
ン
セ
ン
ト

ア
リー

ナ
コ
ン
セ
ン
ト

ア
リー

ナ
コ
ン
セ
ン
ト

カ
ウ
ン
ター

メー

ター

用
Ｄ
Ｃ
電
源

緞
帳
モー

ター予
備

予
備

ス
テー

ジ
照
明

放
送
室
コ
ン
セ
ン
ト

ス
テー

ジ
コ
ン
セ
ン
ト

ア
リー

ナ
コ
ン
セ
ン
ト

バ
ス
ケ
ッ
ト
ゴー

ル

時
計
電
源

予
備

太陽電池モジュール

PV1
2 1

2 1
PV6

PV

PV

専用ケーブル

専用ケーブル

C種 C種

断路端子

断路端子

MCCB

LA

接続箱（新設）

EM-IE 5.5sq(EC)

EM-IE 5.5sq(EC)

PV1
2 1

2 1
PV6

PV

PV

専用ケーブル

専用ケーブル

C種 C種

断路端子

断路端子

MCCB

LA

接続箱（新設）

EM-IE 5.5sq(EC)

8直列
EM-CED 22sq

EM-CED 22sq

GP-54

GP-54

既設ケーブル切り離し新設ケーブル接続

EM-IE 5.5sq(EC)(HIVE-16)

150kVA

EM-CET 60sq(GP-70)

12kVA

12kVA

MCCB 3P25kVA

KPEV-S 1.25sqx2C x2(GP-28)
分電盤（新設）

高圧盤側面取付

－

図面
工番 図面No．検図 設計 作成年月日名称

名張市都市整備部営繕住宅室
美旗小学校工事

縮尺太陽光発電設備整備工事名称

単線結線図

E-03

W

凡　例

記　号

DS

TR

VCT

VCB

ZPD

VT

CT

ZCT

MCCB

ELCB

PV

MC

記　号

OFR

UFR

OVR

UVR

単独能

単独受

RPR

OVGR

名　称 名　称

断路器

変圧器

取引計器用変成器

真空遮断機

零相基準入力装置

計器用変圧器

変流器

零相変流器

配線用遮断器

漏電遮断器

太陽電池アレイ

電磁接触器

三相電力変換器

過周波数継電器

不足周波数継電器

過電圧継電器

不足電圧継電器

単独運転検出装置（能動的）

単独運転検出装置（受動的）

逆電力継電器

地絡過電圧継電器

EM-CET 38sq E･EM-IE 5.5 (GP-54)

EM-CET 38sq(GP-54)

EM-CET 60sq(GP-70)

既存ケーブル

逆接型
100AT
100AF/

3P
MCCB

3φ3W 200V

L
-
2
便
所
送
り

M
C
CB
3
0
A

ELCB 3P
60AF/60AT

（組み込み）

今回工事で電力計回路撤去し盤内を組み替える

60AF/60AT

MCCB 3P
60AF/60AT

ELCB 3P
60AF/60AT

（組み込み）

8直列

8直列

8直列

令和2年度（　　）第　C-07　号

TRD

8

8

8

8

５並列５並列

６並列 ６並列

太陽電池モジュール

（８直列５並列）

（８直列６並列）

電灯分電盤(既設)バランスは再度監督員と協議し決定する事.
緊急時の使用回路不使用回路の表示を監督員と協議し分電盤内にわかりやすく明示する事。

2P10A デ－タ集積装置

既設キュービクル(動力系統へ変更等に含む)

TRD新設

新設

新設

※：既存高圧受電設備と屋内運動場等系統の電力は今回工事にて
　　電灯から動力へ変更する。

TRD トランスデューサ

2並列（22kWh）

単独受

単独能

TRD

D種

EM-IE 5.5sq(ED)(HIVE-16)



特定負荷分電盤ー蓄電池盤

連系ユニット盤（P.BOX上取付）

露出配管

※表記

架空配線

P.BOX 200□x150H(SUS-WP)（下部取付）

(H=3100)100φx2

蓄電池盤

(H=4400)

P.BOX 400□x300H(SUS-WP)

貫通穴ｺｰｷﾝｸﾞとする

3方ｺｰｷﾝｸﾞ
貫通穴ｺｰｷﾝｸﾞとする

平時

災害時

特定負荷

受変電設備

通常負荷
商用電力

※太陽光発電は全て施設で消費する

(屋内運動場)

(校舎棟内)

受変電設備

通常負荷
商用電力

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池

(屋内運動場)

系統解列用MC
「開」

太陽電池モジュール

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池

系統解列用MC
「閉」

太陽電池モジュール

太陽光発電設備等システム構成図（参考）

蓄電ｼｽﾃﾑ

蓄電ｼｽﾃﾑ

ﾎﾟｰﾙ（8m)基礎共

図面
工番 図面No．検図 設計 作成年月日名称

名張市都市整備部営繕住宅室
美旗小学校工事

縮尺太陽光発電設備整備工事名称

配置図

E-04
※棟・ケラバ部及び構造の異なる建物への配管はビニル被覆金属可とう電線管（防水）を使用すること。
※ケーブルラック支持金物、陸屋根部コンクリート製ブロック（ゴム板敷）＠２ｍ以内
※配管支持材等の支持材はSUS製品とする。
※高さ表記は参考値とする。

1/200

5.65

6

9

-30

40.13

隣
地
境
界
線
:1
12.

56

3

±０

SCiB

SCiB

蓄電池盤ー高圧盤 亜鉛メッキ鋼より線１種 22sqKPEV-S 1.25sq-2Cx2 架空

P.BOX 500□x500H(SUS-WP)

蓄電池盤ー高圧盤KPEV-S 1.25sq-2Cx2

特定負荷分電盤ー蓄電池盤 (H=4400)GP-70600V EM-CET 60sq

既設電灯分電盤

既設ｹｰﾌﾞﾙと新設ｹｰﾌﾞﾙを切替

貫通100φx2

600V EM-CET 38sq GP-54x2

接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地EM-IE 5.5sq

接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地EM-IE 5.5sq

600V EM-CED 22sq

600V EM-CED 22sq

特定負荷分電盤ー蓄電池盤
特定負荷分電盤ー蓄電池盤600V EM-CET 60sq

600V EM-CET 38sq
GP-70
GP-54x2

(H=4400)GP-54

GP-54

(H=4400)GP-28

EM-IE 5.5sq
専用ケ－ブル(配管共)

モ
ジ
ュ
ー
ル

88枚
設
置

令和2年（　　）第　C-07　号

P.BOX 500□x500H(SUS-WP)

P.BOX 500□x500H(SUS-WP)

特定負荷（一部）



図面
工番 図面No．検図 設計 作成年月日名称

名張市都市整備部営繕住宅室
美旗小学校工事

縮尺太陽光発電設備整備工事名称

接続箱(H=3000)

地
下
ﾋﾟｯﾄ範

囲

2650

X9X8X7X6X5X4X3X2X1

40000

50005000500050005000500050005000

男子便所

ＳＫ

手洗い

多目的便所

倉庫

ﾀﾗｯﾌﾟ

ﾀﾗｯﾌﾟ

FL±0

ＦＬ±0

FL±0

ＦＬ±0

女子便所
FL±0

消

消

±0

ｽﾛｰﾌﾟ
(1/12)

控室
FL+1050

放送室
FL+1050

FL+1050

ｽﾃｰｼﾞ

壁手摺設置

可動式ｱﾙﾐ階段

FL±０

±０

消

消

消

Y1

Y5

Y4

Y3

Y2

X9X8X7X6X5X4X3X1

ｽﾛｰﾌﾟ
(1/12)

P
P

P

P

床下点検口600□

床下点検口600□

ﾀﾗｯﾌﾟ

床下点検口600□

ｱﾘｰﾅ
GL+700(FL±０)

ﾎﾟｰﾁ
GL+700

550 55050009000 7800

GL+50GL±０

N

既存桝の上,床下点検口600□(1箇所)

下足箱

点
字
ﾀ
ｲ
ﾙ

点
字

ﾀ
ｲ
ﾙ

X2

器具庫

屋内運動場平面図

E-051/100

P.BOX 400□x300H(SUS-WP)

貫通穴ｺｰｷﾝｸﾞとする
貫通100φx2　3方ｺｰｷﾝｸﾞ

3方ｺｰｷﾝｸﾞ
貫通穴ｺｰｷﾝｸﾞとする

Y1

Y5

Y4

Y3

Y2

47
5
0

1
90

00

4
75

0
4
75

0

1
07

0
30

50
6
30

13
2
0

1
95

0

3
43

0

47
50

特定負荷分電盤ー蓄電池盤
接続箱ー蓄電池盤

EM-IE 5.5sq 接続箱C種接地

蓄電池盤ー高圧盤
右側

右側

右側

左側

接続箱ー蓄電池盤
EM-IE 5.5sq 接続箱C種接地

右側

(LBBF-30-T3CR相当品)

600V EM-CED 22sq

600V EM-CED 22sq

KPEV-S 1.25sq-2Cx2

蓄電池盤

E
D

E
C

EM-IE 5.5sq(HIVE-16）

EM-IE 5.5sq(HIVE-16）

100φx2

※高さ表記は参考値とする。
※配管支持材等の支持材はSUS製品とする。

1,667 1,666 1,667

ﾀﾞｸﾀｰﾁｬﾝﾈﾙ

4
00

測定とする

1,667 1,666 1,667

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ9m/m

（GP-42)x2

穴開きﾀﾞｸﾀｰﾁｬﾝﾈﾙ 40x30

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ9m/m x 2

（DHUSBﾈｸﾞﾛｽ製）

（D1T70ﾈｸﾞﾛｽ製）

ﾀﾞｸﾀｰﾁｬﾝﾈﾙ吊り金具

穴開きﾀﾞｸﾀｰﾁｬﾝﾈﾙ

（DHUSBﾈｸﾞﾛｽ製）
ﾀﾞｸﾀｰﾁｬﾝﾈﾙ吊り金具

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ9m/m x 2

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ9m/m x 4
溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上
Ｌ型 L400x45x2本 長さは実測の事

（R45A300ﾈｸﾞﾛｽ製）ｶｯﾄして使う

400 実測すること

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ9m/m x 3

（R45A300ﾈｸﾞﾛｽ製）ｶｯﾄして使う

支持材　参考図

10
0

300

ラック

ラック架台　参考図

GP-28

GP-42

GP-42

GP-54x2

特定負荷分電盤ー蓄電池盤 (H=4400)
特定負荷分電盤ー蓄電池盤 (H=4400)GP-70600V EM-CET 60sq

600V EM-CET 60sq 蓄電池盤ー分電盤 GP-70

接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地EM-IE 5.5sq

接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地EM-IE 5.5sq

600V EM-CED 22sq

600V EM-CED 22sq

蓄電池盤ー高圧盤KPEV-S 1.25sq-2Cx2

P.BOX 500□x500H(SUS-WP)

P.BOX 500□x500H

QR-400 (H=4400)

600V EM-CET 38sq

600V EM-CET 38sq GP-54x2

既設電灯分電盤

既設ｹｰﾌﾞﾙと新設ｹｰﾌﾞﾙを接続

EM-IE 5.5sq
600V EM-CED 22sq

600V EM-CED 22sq

600V EM-CET 60sq

600V EM-CET 38sq

EM-IE 5.5sq

接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地
接続箱ー蓄電池盤
接続箱C種接地

特定負荷分電盤ー蓄電池盤
特定負荷分電盤ー蓄電池盤 GP-70

GP-54x2

GP-54 (H=4400)

GP-54

EM-IE 5.5sq

EM-IE 5.5sq

PV-CQ 3.5sq-1c×10本

PV-CQ 3.5sq-1c×12本
GP-42

GP-42

P.BOX 500□x500H(SUS-WP)
P.BOX 500□x500H(SUS-WP)
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